
山梨県住宅供給公社

千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

【主要事業の概要】
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※個人の年齢、年収が容易に推定できるため不記載

山宮南団地他（賃貸住宅）、双葉・響が丘（利便施設用
地等賃貸資産）の管理

高優賃住宅の管理受託・県営住宅関連業務受託等
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E-mail ア ド レ ス komiyama@yamanashi-jyutakukosha.or.jp

令和元年度平成３０年度平成２９年度

487,224 501,077

10,000

事業費（単位：千円）
内容

県営住宅管理代行・指定管理

設 立 年 月 日 昭和43年2月1日

法人名
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出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://www.yamanashi-jyutakukosha.or.jp/

資本金（基本財産） 10,000 千円
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8
7

団体（者）

出資者名等
山梨県

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所管部（局 ）課 県土整備部　建築住宅課

所 在 地 甲府市丸の内１丁目６番１号 電 話 番 号 055-237-1647

大儀　健一理事長
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理事（非常勤） 4

9

出資その他
その他

10

その他の事業

平成 ３０

県営住宅等管理事業

賃貸施設等管理事業

年度

各年度 4月1日現在

理事（常勤） 1

プ

ロ

パ

ー

職

員
1

設 立
目 的
経 緯
概況等

・住宅を必要とする勤労者等に、居住環境の良好な分譲住宅及び宅地を供給し、県民の生活の安定と社会福祉の増進
に寄与することを目的とする。
・平成22年度をもって分譲事業を終了した。（県下12市町で47団地3,655戸（うち636区画は宅地分譲）を供給）
・県営住宅92団地7,729戸を管理代行者等（第三次）として管理受託している。
・一般賃貸住宅102戸の管理を行うとともに、双葉・響が丘の利便施設用地等賃貸資産の管理を行うほか、高齢者向け
優良賃貸住宅の管理（34戸）を受託している。（R2年3月末現在）
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【経営の状況】 （単位：千円）
平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 増減

営業収益 970,593 979,846 951,718 △ 28,128
売上高 970,593 979,846 951,718 △ 28,128

受託事業収入 529,867 554,275 536,318 △ 17,957
自主事業収入 200,726 185,571 175,400 △ 10,171
補助金収入 240,000 240,000 240,000 0
その他の収入 0

営業外収入 11,480 4,434 11,570 7,136
運用益収入 6,841 1,685 663 △ 1,022
その他の収入 4,639 2,749 10,907 8,158

982,073 984,280 963,288 △ 20,992
営業費用 664,400 696,297 627,068 △ 69,229

売上原価 542,811 571,616 504,092 △ 67,524
販売及び一般管理費 121,589 124,681 122,976 △ 1,705

人件費 103,765 108,205 108,152 △ 53
その他の費用 17,824 16,476 14,824 △ 1,652

営業外費用 4,227 4,749 3,371 △ 1,378
経常支出　計　 668,627 701,046 630,439 △ 70,607

313,446 283,234 332,849 49,615
0 0 20,683 20,683

20,294 16,563 12,467 △ 4,096
法人税等 0

293,152 266,671 341,065 74,394
△ 2,053,575 △ 1,760,423 △ 1,493,752 266,671
△ 1,760,423 △ 1,493,752 △ 1,152,687 341,065

0
△ 1,760,423 △ 1,493,752 △ 1,152,687 341,065

（単位：千円）
平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 増減

519,989 557,991 757,963 199,972
7,493,112 7,319,272 7,181,051 △ 138,221
8,013,101 7,877,263 7,939,014 61,751

180,017 223,657 222,521 △ 1,136
29,936 109,926 9,800 △ 100,126

9,583,507 9,137,358 8,859,180 △ 278,178
8,796,726 8,340,800 8,142,232 △ 198,568
9,763,524 9,361,015 9,081,701 △ 279,314

資本金 10,000 10,000 10,000 0
資本剰余金 0
利益剰余金 △ 1,760,423 △ 1,493,752 △ 1,152,687 341,065

△ 1,750,423 △ 1,483,752 △ 1,142,687 341,065
（単位：千円）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 増減
2,231 2,316 2,405 89

人件費補助金 0 0 0 0
人件費以外の補助金 0 0 0 0

0 0 0 0
240,000 240,000 240,000 0
240,000 240,000 240,000 0

人件費委託金 83,279 84,892 90,187 5,295
人件費以外の委託金 488,978 513,725 493,223 △ 20,502

委託金　計 572,257 598,617 583,410 △ 15,207
814,488 840,933 825,815 △ 15,118

82.9 85.4 85.7 0.3
0

8,781,599 8,431,126 8,142,232 △ 288,894

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高
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項　 　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県債務負担実際残高

【県の財政的関与の状況（令和元年度）】

内容・目的・金額

収
支
状
況

経常収入　計

経常外収入（特別利益）
経常外支出（特別損失）

当期純利益（損失）
前期繰越利益（損失）

次期繰越利益（損失）

当期未処分利益（損失）

経常利益（損失）

項　 　目

利益準備金・積立金等

財
務
状
況

項　 　目
流動資産
固定資産

流動負債
うち短期借入金

固定負債
うち長期借入金

負債　計

資本金　計

資産　計

共済組合掛金に係る県負担金　　2,405千円

補助金
（運営費）

補助金
（事業費）

債務処理対策補助金　　240,000千円
※分譲事業支援補助金を再編、H26年度から債務処理対策補助金として交付

負担金

委託金
県営住宅等管理業務他受託事業に係る委託料　　583,410千円

県債務負担
実際残高

住宅供給公社の事業資金借入に対する損失補償契約を行うための債務負担行為
 R1　8,142,232千円



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 9 90.0%

計 画 性 3 10 10 100.0%

組織運営の
適 正 性 3 10 10 100.0%

財 務 状 況 7 46 36 78.3%

効 率 性 5 18 14 77.8%

21 94 79 84.0%

経常損益

流動比率

借入金依存率 1

債務超過 1

県の将来負担見込 1

回収不能債権

県の債務処理補助等 1

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

「第三次改革プラン」に基づき、利益確保を行うための様々な手法を検討し、効率的な運営に取り組
むとともに、各事業を適切に実施すること。また、出来る限り県負担を少なくしつつ、早期かつ円滑に
債務処理を終了できるよう努めていく。

第二次改革プランに引き続き、「第三次改革プラン」においても適正な人員配置を行うこととし、プロ
パー職員の補充は行わず、地域整備公社内の職員の再配置等で組織運営を行った。また、県職員
の派遣により、ファミリー賃貸住宅等割賦事業への対応や、山宮南第一団地の解体工事における技
術力の確保を図っている。
県短期無利子貸付金など、県の財政支援を受ける中で、県営住宅等管理事業を中心に賃貸施設等
管理事業やその他の受託事業を適切に実施し、その収益と補助金により、借入金、繰越欠損金の削
減を行った。その結果、令和元年度末の借入金残高は前年度末より約3億円減少し約81億円となり、
削減目標を達成した。

人件費の削減（職員給与５％、管理職手当５０％カット）を継続するとともに、事務経費の縮減に取り
組んだ。

「第三次改革プラン」達成に向け適切な事業執行により、着実な収益確保を行った結果、借入金の削
減及び繰越欠損金の圧縮など、目標を達成することができた。また、公社賃貸住宅の山宮南団地に
おいては、事業廃止に向け解体工事を進めるとともに、地権者への土地返還手続きを計画的に進め
ている。

平成31年3月に策定された「第三次改革プラン」に基づき、事業利益の確保による借入金の返済及び
繰越欠損金の解消に向け、出資法人経営検討委員会への報告・審議を経る中で、計画的な事業運
営に取り組んだ。

分譲事業は終了しているため、県営住宅等管理事業及び賃貸施設等管理事業などを適切に実施
し、効率的な組織体制のもと着実に収益をあげた。

合　　計

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と
適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

　「第三次改革プラン」の初年度となる令和元年度は、着実な事業の遂行による収入の確保や
人件費の抑制等により約３億円の借入金が削減され、また山宮南一団地の解体工事も入居
者の退居等を円滑に進め計画どおり進捗し、事業の整理縮小に取り組んでいる。今後も、令
和２０年度を目途とした公社解散へ向けて、更なる借入金の返済や所有資産の整理など、プ
ランに基づく取り組みを確実に実践していく必要がある。

・令和２０年度を目途とする公社解散へ向け「第三次改革プラン」に基づき適切な事業実施や効率的な組織
体制等の下、引き続き借入金の返済や繰越欠損金の解消に努めていく。
・事業の縮小整理については、公社賃貸住宅の山宮南第二団地について、令和４年度の事業廃止に向け必
要な手続き及び解体工事を計画的に進めるほか、分譲地内にある付帯施設等の保有資産については売却
等に取り組んでいく。
・また、公社保有土地の地価については、改革プランへの影響を考慮し、地価調査等により今後の動向に注
視していく。

　住宅を必要とする勤労者に対し、居住環境の良好な宅地等を供給し、もって住民の生活の
安定と社会福祉の増進に寄与しており、目的に適合している。なお、分譲事業については、残
存していた分譲資産を完売し、平成２２年度に終了している。今後は、県営住宅等管理事業、
賃貸施設等管理事業及びその他の受託事業を適切に実施し、引き続き、県民福祉の向上の
ため、良好な居住環境の確保を図っていく必要がある。

　平成９年度に「経営改善計画」（Ｈ１０～Ｈ１２)が策定されて以来、公社では、段階的に策定さ
れた各計画に基づき、事業の効率化や借入金の削減等に取り組んできた。「第二次改革プラ
ン」（Ｈ２９～Ｈ３０）では、令和２０年度を目途に公社を解散する方針を定め、現在、平成３１年
３月に策定した「第三次改革プラン」（Ｒ１～Ｒ５）では、公社解散が計画どおり円滑に進捗する
よう、繰越欠損金の圧縮や事業の縮小整理へ取り組んでいる。

　平成２０年度、地域整備公社発足に伴い、共通役員制を導入するとともに、退職するプロ
パー職員の補充方法の一つとして、公社内の人員配置を検討することとした。平成２０年度末
には、分譲部門の廃止に伴い職員の削減、再配置等を行い、現在まで事業規模に応じた組
織体制を整備してきた。また、各種規程等の整備や法令等の順守も徹底されており、組織運
営は適正に行われている。

　県営住宅等管理事業や賃貸施設等管理事業等の適切な執行、県の財政支援などにより、
経常利益は１４期連続して黒字となった。令和元年度末の借入金残高は平成３０年度末より
約３億円減少し、約８１億５千万円となっている。しかし、令和２０年を目途とした解散のため、
県の財政支援による計画的な借入金の返済が不可欠であり、今後も引き続き適正な事業の
執行により、経費節減、繰越欠損金の圧縮に取り組む必要がある。

　限られた収益の中、人件費縮減のため職員給与５％カット、管理職手当５０％カットを実施す
るとともに、事務経費の削減などにより経営努力が行われている。今後も「第三次改革プラン」
の確実な実施に向け、職員一丸となり取り組む必要がある。

警 戒 指 標 数

得 点 率 84.0
4

D

・過去に発生した事業損失により債務超過の状態となっており、借入金削減のため、県から債
務処理補助金や利息軽減のための短期無利子貸付などの財政支援を受けていることから、
警戒指標４項目に該当し、Ｄ評価となっている。ただし、令和元年度も引き続き、県営住宅等
管理事業や賃貸施設等管理事業等の実施や県の財政支援により、経常利益の黒字を確保し
ており、「第三次改革プラン」の目標達成に向け、借入金の削減及び繰越欠損金の圧縮が順
調に進められている。
・これまで簿外処理されていた県営住宅の退去者負担修繕費用相当額について、令和元年度
包括外部監査の指摘により、公社会計に計上されることとなり、管理の適正化が図られた。
・今後も、「第三次改革プラン」に基づき、県の財政支援のもと、適正な事務の執行や経費削
減により着実に利益を確保し、債務の解消に努めるとともに、山宮南団地や分譲地内に残存
する附帯施設等の保有資産の整理を行い、解散に向けた事業の縮小整理を計画的に進めて
いく必要がある。
・また、債務の清算には、解散時に借入金残高と公社保有土地の実勢価格がバランスしてい
る必要があることから、今後の社会経済情勢の変化による地価下落の動向を注視していく必
要がある。

総合的所見

総合評価
ラ ン　ク




